
社会保険等の未加入対策への取り組み 

 

平成２４年４月１９日 

社団法人日本建設業連合会 

 

建設業界は、長期にわたる建設投資の減少、価格競争の激化により労働環境

の劣化が進み、建設就労者の離職と若年者の入職減少が続いてきた結果、今正

に建設技能者の不足が顕在化している。 

建設技能者の確保・育成、及び就労環境の整備は、今後の建設産業が維持発

展していくために、一段と重要性を増している。 

日建連では、平成２１年４月、近年の建設技能者の高齢化や新規入職者の減

少、定着率の低下等による熟練技能者の不足が近い将来、建設産業の根幹を揺

るがすことになるという危機感から、下記６項目からなる『建設技能者の人材

確保・育成に関する提言』を行い、その推進に取り組んでいる。 

●技能者の賃金水準の引き上げ 

●建退共制度の加入促進 

●重層下請構造の是正（原則３次以内） 

●建設技能者の育成支援 

●作業所の労働時間の短縮等の労働環境の改善 

●これら技能労働者の確保のための広報活動の強化 

国土交通省では、２３年６月に「建設産業の再生と発展のための方策 2011」

を策定し、その中で社会保険等の未加入企業が多いことが技能労働者の処遇を

低下させ、若手入職者減少の一因となっており、適正に法定福利費を負担して

いる企業ほどコスト高となり競争上不利になっていると指摘している。その上

で、「建設業における社会保険未加入問題への対策」を策定し、その施策実施

後５年を目途に、企業単位では加入義務のある許可業者の加入率１００％、労

働者単位では製造業相当の加入状況を目指すこととされた。 

社会保険等の加入促進は、日建連としても建設技能者の高齢化、入職者の減

少といった問題を解消していく上で重要な課題であると認識している。 

しかしながら、この問題はこれまで手を付けられなかった難しく、建設業界

にとって重い問題であり、その実現には相当な困難を伴うため、行政、元請企

業、下請企業等の関係者が一体となって、それぞれの役割を果たすことが肝要

である。 

こうした点を踏まえ、日建連では、建設産業の再生・発展のため、元請企業

としての責務を果たすべく、ここに「保険加入促進計画」を策定して積極的に

取り組んでいく所存である。 

併せて、行政に対しては、社会保険等の加入促進について実効の上がる対策

を主導的に取り組むことはもとより、さらに関連して派生する課題への対応等

について積極的に働き掛けていく。 
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社会保険加入促進計画 

 

平成２４年４月１９日 

社団法人日本建設業連合会 

 

１．基本的な方針  

社会保険等の加入促進の実効性を確保するためには、行政、元請企業、下請

企業等が一体となって推進していくことが必要である。 

日建連は、元請企業としての責務を果たすべく、団体が取り組むべき対策、

正会員（以下「会員企業」という。）が自ら実施すべき対策を取り決め、その

推進を図っていく。 

一方、行政に対しても社会保険等の加入を建設業の許可・更新の要件とする

ことや、派生する問題である重層下請構造の是正、法定福利費の計上、さらに

は低入札防止対策の強化への主導的な取り組みを強く求めていく。（別紙参照） 

社会保険等は、法令に基づき加入義務が課せられており、未加入企業、未加

入者が利するような環境にならないよう配慮すべきは当然である。従って、社

会保険等の未加入対策の実施に当たっては、一定の時期、段階において、法令

遵守の実効性の上がる措置の一斉適用が必要である。 

また、技能労働者の処遇改善により人材確保を図るという本来の目的に照ら

し、前記措置の一斉適用の時期に合わせ、社会保険等の費用が末端の作業員ま

で行き渡る仕組みの構築を検討していかなければならない。 

なお、今後、会員企業１４４社に対して、下請企業を含めた、社会保険等の

加入の実態調査を実施し、調査結果に基づき本計画の見直しを行うこととする。 

 

２．取り組みの内容  

（１）期間 

国の計画と同様、平成２４年度を初年度とする５年間の計画とする。 

 

（２）団体が取り組むべき対策 

①「社会保険未加入対策推進協議会」への参画 

・ 建設業担当部局、社会保険担当部局、学識経験者、建設業団体等で構成

する「社会保険未加入対策推進協議会」に参画し、元請の立場から効果

的な取り組みや周知啓発の方法、さらに実効性の上がる対策について積

極的に意見具申する。 
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②会員企業への周知 

・ 保険未加入対策に関する会員企業への啓蒙を図るとともに、会員企業と

して取り組むべき対策の周知徹底に努める。 

③専門工事業団体との連携 

・ (社)建設産業専門団体連合会と連携し、専門工事業者の保険加入状況を

把握するとともに、加入促進を図るための施策を検討する。 

④就労履歴管理システムの構築等 

・ 就労者情報の集約管理による省力化、効率化を図るとともに、事業所で

の作業員の保険加入の信憑性確認を行うため、就労履歴管理システム、

又は保険加入チェックシステムの構築、あるいは政府で導入が検討され

ている共通番号制度の活用について、国と一体となった検討体制に参画

して、実用化に向けた検討を進める。 

⑤法定福利費等の確保 

・ 国と一体となって見積・契約・支払における法定福利費の取扱いについ

て検討する。 

・ 民間発注者団体に対して、法定福利費の確保を働き掛ける。 

・ 会員企業に対して、下請契約の見積時から法定福利費を適正に確保する

とともに、専門工事業団体が作成する標準見積書の活用を周知方要請す

る。 

・ 法定福利費に併せて、建退共制度について、建退共本部の展開する加入

促進活動への積極的な支援を行う。 

⑥適正工期の確保 

・ 適正な工期の設定は、労働環境の悪化を防ぎ、結果として安定的な雇用

環境が確保されることになる。この目標実現に向けてアンケート調査に

よる現状の把握、国に対する４週８休の建設業法令遵守ガイドラインへ

の明記の要請、パンフレット等による民間発注者への働き掛けを行う。 

⑦重層化の改善 

・ 「一人親方」「偽装請負」など職業安定法や労働者派遣法に基づく適法

性を的確に判断できる教宣資料を作成し、会員企業への周知徹底を図る。 

・ 下請契約時の関係法令の適法性のチェック徹底による下請企業の選定、

さらには同主旨の下請企業に対する指導を会員企業に要請する。 

⑧実効性のある低入札防止対策の徹底 

・ 国、地方自治体等の発注者に対して、実効性のある低入札防止対策の実

施を求める。 
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（３）会員企業が自ら実施すべき対策 

①保険加入状況の確認及び指導 

・ 下請企業に対して、協力会社会ならびに現場において社会保険等の加入

の周知・啓発を図る。 

・ 下請企業との契約時における社会保険等の加入状況を確認するととも

に、未加入企業に対して保険加入を指導する。（２次下請以降は１次下

請経由で指導） 

・ 現場における新規入場者の社会保険等の加入状況を確認するとともに、

未加入者の所属企業に対して保険加入を指導する。（２次下請以降は１

次下請経由で指導） 

②法定福利費等の確保 

・ 発注者との見積交渉、入札、契約に当たり、発注者の理解を得ながら、

適正な法定福利費の計上に努める。 

・ 下請企業に対して、下請契約の見積時から法定福利費を適正に考慮する

よう指導する。 

・ 法定福利費に併せて、建退共制度加入に必要な費用も同様の取扱いとな

るよう取り組む。 

③重層化の改善 

（上記（２）⑦の教宣資料の作成を受けて、以下の事項について取り組む） 

・ 下請企業に対して、「一人親方」「偽装請負」など、職業安定法や労働者

派遣法に基づく適法性のチェック、指導を行うとともに、適法な下請企

業の選定、さらには同主旨の再下請企業への指導を求める。 

④保険未加入企業及び未加入の作業員の排除 

・ 平成２９年度以降（社会保険等の加入促進が一定程度進捗した段階）、

保険未加入企業との契約を禁止することや、未加入の作業員の現場から

の排除に取り組む。 

以上 
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【別紙】 

行政に対する要請 

 

１．実効性の上がる保険未加入企業の排除 

・ 建設業法に基づく建設業の許可、あるいは許可更新時に、社会保険等の

加入状況を許可要件とするなど、実効性のある措置の実施を求める。 

・ 本施策の全国の行政及び発注部局、さらには全発注者への指導徹底を求

める。併せて、上記施策の進捗状況の公表を求める。 

２．ガイドラインの作成 

・ 元請企業による下請指導や下請企業による取組みについて、現場や事業

所での施策の徹底を図るとともに、混乱の回避や過度な負担を避けるべ

く、本施策実施に当たってのガイドラインの作成を求める。 

３．関係行政部局との連携強化 

・ 社会保険担当部局による未加入企業及び未加入者に対する更なる厳格

な対応を求める。 

・ 厚生労働省、日本年金機構等との全国的な連携体制による保険加入状況

等の調査、指導等を求める。 

・ 社会保険加入状況の情報開示及び資料提供を求める。 

４．就労履歴管理システムの構築 

・ 就労者情報の集約管理による省力化、効率化を図るため、就労履歴管理

システムの構築、あるいは政府で導入が検討されている共通番号制度の

活用を求める。（各企業の社会保険の加入状況も公開情報とする） 

・ 本システムには、建設業法に基づく各種申請業務や所有資格情報等を一

元管理し、共有化した効率的な運用による手間と経費の軽減等が期待さ

れる。本システムが建設産業にとって画期的なものとなるよう行政とし

ての課題の整理を求める。 

・ 本システムの構築に向けたロードマップの作成を求める。 

５．重層下請構造の改善 

・ 技術者データベースや施工体制台帳等に基づく一括下請負禁止の確認、

及び主任技術者の配置の徹底に向けた運用を求める。 

・ 「一人親方」「偽装請負」に歯止めを掛けるため、職業安定法や労働者

派遣法に基づく適法性の判断基準の作成、及び周知徹底等を求める。さ

らに一定程度の理解が得られた段階において、同法の厳格な運用を求め

る。 

・ 全国全ての発注部局および民間発注者において、工事の平準化発注、お
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よび発注者に起因する着工遅れの解消、並びに適正工期の確保がなされ

るよう指導徹底を求める。 

６．法定福利費等の計上及び民間発注者への指導 

・ 見積書に計上する「工事費の法定福利費の算出基準」の作成を求める。 

・ 法定福利費を必要経費として適正に考慮すべきとした、「発注者・受注

者間における建設業法法令遵守ガイドライン」の周知徹底を求める。 

・ 上記算出基準に基づく法定福利費の請負契約への適用、及び受発注者の

法令遵守ガイドラインの民間発注者への指導徹底を求める。 

・ 保険未加入対策に併せて実施することが効果的であると考えられる建

退共制度の加入促進策の検討を求める。 

７．社会保険加入促進による影響・効果の把握とその対応策の検討 

・ 業者数、従業員数、就労者数の増減等、施策に対する評価、レビューを

行い、その状況に応じた施策実行の見直しの検討を求める。 

８．工程表の作成 

・ 各施策の段階的な目標・達成レベルを明示した工程表の作成を求める。 

 

以上 
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【参考】 

 
「建設技能者の人材確保・育成に関する提言」の 

実施における基本方針について 

平成二十一年五月二十二日 

社団法人 日本建設業団体連合会 

「建設技能者の人材確保・育成に関する提言」を実施するため、日建連および 
日建連会員企業は以下の基本方針に取り組むこととする。 

一、賃金 
①日建連会員企業は、建設技能者全体の賃金を改善することに努めることとする。 
②日建連会員企業は、基幹技能者の職長の中から、日建連会員企業が特に優秀と認
めた者を優良技能者と認定し、優良技能者の標準目標年収が六〇〇万円以上とな
るよう努めることとする。 

③日建連は、（社）建設産業専門団体連合会と協調し優良技能者の賃金改善に努め
ることとする。 

二、建設業退職金共済制度 
共済証紙購入費用について、 
①日建連会員企業は、民間発注者に負担の理解を得られるよう努めることとする。 
②日建連会員企業は、民間発注者の理解を得られない部分について下請と協調しつ
つ、一定の負担に応じながら完全実施に努めることとする。 

③日建連は、建設業退職金共済制度の運用について（独）勤労者退職金共済機構建
設業退職金事業共済本部にその改善要望を行うこととする。 

三、重層化 
日建連会員企業は、重層下請構造の改善のため、 
①重層下請次数を原則三次以内とする。 
②また、五年後をめどに二次以内を目指して取り組むこととする。 

四、教育 
教育への支援について、 
①日建連会員企業は、工業高校等の教育機関への講師派遣および作業所へのインタ
ーンシップ受け入れの支援について、積極的に取り組むこととする。 

②日建連は、建設技能者の育成のため、（社）建設産業専門団体連合会と協力しな
がら技能資格を有する若年建設技能者に対し、補助金を拠出する制度を創設する。 

③日建連は、富士教育訓練センターと協力しながら工業高校教師および専門工事業経
営者等への教育実施のための費用の一部を補助する制度を創設する。 

五、作業所労働時間・労働環境 
日建連会員企業は、作業所労働時間・労働環境の改善のため、 
①作業所日曜全閉所および土曜五〇％閉所を実施すべく努めることとする。 
②快適職場認定一〇〇％取得を実施する。さらに快適職場認定のみならず、よりい
っそう労働環境の改善に努めることとする。 

六、広報 
日建連および日建連会員企業は、提言の実現のため、広報活動の強化を図る。 
例えば、建設業退職金共済制度について、制度の存在、意義等のＰＲ、建設現場の
仮囲いを利用した広報活動の実施 等 

以 上 

 




